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連結経営指標等 

  

 
（注)１ 当社は四半期連結財務諸表を作成していますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

いません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれていません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式がないため記載していません。 

  

第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第73期 

前第３四半期 
連結累計期間

第74期 
当第３四半期 
連結累計期間

第73期 
前第３四半期 
連結会計期間

第74期 
当第３四半期 
連結会計期間

第73期

会計期間

自 平成21年 
  ４月１日  
至 平成21年 
  12月31日

自 平成22年 
  ４月１日  
至 平成22年 
  12月31日

自 平成21年 
  10月１日  
至 平成21年 
  12月31日

自 平成22年 
  10月１日  
至 平成22年 
  12月31日

自 平成21年 
 ４月１日 
至 平成22年 
 ３月31日

売上高 (百万円) 115,757 116,453 46,360 50,223 198,493

経常利益又は 
経常損失（△）

(百万円) △119 2,968 921 1,388 2,237

四半期(当期)純利益又は 

四半期(当期)純損失(△)
(百万円) △2,449 2,392 △879 1,562 651

純資産額 (百万円) ― ― 111,795 113,785 115,468

総資産額 (百万円) ― ― 254,202 238,107 241,758

１株当たり純資産額 (円) ― ― 559.43 569.53 577.83

１株当たり四半期(当期)純利益 

又は四半期(当期)純損失(△)
(円) △12.25 11.97 △4.39 7.81 3.26

潜在株式調整後１株当たり 

四半期(当期)純利益
(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 44.0 47.8 47.8

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △19,353 6,481 ― ― △5,016

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,444 △737 ― ― 3,123

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,230 2 ― ― △1,077

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高

(百万円) ― ― 11,235 33,532 27,831

従業員数 (人) ― ― 2,054 2,012 2,000

－ 2 －



 

  

当第３四半期連結会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。 

  

  

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

  

平成22年12月31日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は〔 〕内に当第３四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載

しています。 

  

平成22年12月31日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は〔 〕内に当第３四半期会計期間の平均人員を外数で記載して

います。 

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

従業員数(人) 2,012 〔237〕

(2) 提出会社の状況

従業員数(人) 1,945 〔218〕

－ 3 －



「第２ 事業の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示しています。 

  

 
  

(2) 売上実績 

 
(注) １ 当社グループ（当社及び連結子会社）においては、土木事業、建築事業以外での受注及び生産は僅少ですの

で、受注実績については、土木事業、建築事業のみ記載しています。 

２ 当社グループが営んでいる事業の大部分を占める土木事業、建築事業では、生産実績を定義することが困難

ですので、「生産の状況」は記載していません。 

３ 受注実績、売上実績については、セグメント間の取引を相殺消去して記載しています。 

４ 売上高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の売上高及びその割合は次のとおりです。 

  前第３四半期連結会計期間 

   ㈱小森コーポレーション  7,607百万円 16.4％ 

   独立行政法人都市再生機構 5,127百万円 11.1％ 

  当第３四半期連結会計期間 

   台北市政府捷運工程局   5,188百万円 10.3％ 

  

(3) 売上にかかる季節的変動について 

土木事業、建築事業においては、契約により工事の完成引渡しが第４四半期連結会計期間に集中してい

るため、第１四半期連結会計期間から第３四半期連結会計期間における完成工事高に比べ、第４四半期連

結会計期間の完成工事高が著しく多くなるといった季節的変動があります。 

第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 受注実績

報告セグメントの名称

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成22年10月１日 
 至 平成22年12月31日) 

(百万円) 前年同四半期比(％)

 土木事業 12,016 ―

 建築事業 22,798 ―

   合計 34,814 ―

報告セグメントの名称

当第３四半期連結会計期間  
(自 平成22年10月１日  
 至 平成22年12月31日)  

(百万円) 前年同四半期比(％)

 土木事業 20,129 ―

 建築事業 28,286 ―

 不動産事業 1,159 ―

 その他 647 ―

      合計 50,223 ―

－ 4 －



  
なお、参考のため提出会社個別の事業の状況は次のとおりです。 

  

（建設事業） 

①受注工事高、完成工事高及び繰越工事高 

  

 
(注) １ 前事業年度以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額の増減がある場合は、期中受注工事高にその

増減額を含みます。したがって、期中完成工事高にもかかる増減額が含まれます。 
２ 期末繰越工事高は(期首繰越工事高＋期中受注工事高－期中完成工事高)です。 

  

②受注工事高 

  

 
  

③完成工事高 

  

 
  

期別 区分
期首繰越 
工事高 
(百万円)

期中受注 
工事高 
(百万円)

計 
(百万円)

期中完成 
工事高 
(百万円)

期末繰越 
工事高 
(百万円)

前第３四半期累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日)

土木 149,093 31,748 180,841 45,986 134,854

建築 146,316 51,323 197,640 65,251 132,388

計 295,409 83,071 378,481 111,238 267,242

当第３四半期累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日)

土木 127,254 28,821 156,075 43,481 112,594

建築 143,009 48,833 191,842 67,675 124,167

計 270,263 77,654 347,917 111,156 236,761

前事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

土木 149,093 60,734 209,827 82,573 127,254

建築 146,316 108,701 255,017 112,008 143,009

計 295,409 169,436 464,845 194,582 270,263

期別 区分 官公庁(百万円) 民間(百万円) 計(百万円)

前第３四半期会計期間 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成21年12月31日)

土木工事 7,243 5,095 12,338

建築工事 1,156 16,602 17,758

計 8,399 21,697 30,096

当第３四半期会計期間 
(自 平成22年10月１日 
 至 平成22年12月31日)

土木工事 8,448 3,568 12,016

建築工事 3,819 18,978 22,798

計 12,267 22,547 34,814

期別 区分 官公庁(百万円) 民間(百万円) 計(百万円)

前第３四半期会計期間 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成21年12月31日)

土木工事 8,543 4,872 13,415

建築工事 11,043 20,263 31,306

計 19,586 25,135 44,722

当第３四半期会計期間 
(自 平成22年10月１日 
 至 平成22年12月31日)

土木工事 15,406 4,723 20,129

建築工事 5,285 23,001 28,286

計 20,691 27,724 48,415

－ 5 －



  
④繰越工事高(平成22年12月31日現在) 

  

 
  

（不動産事業等） 

前第３四半期会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び当第３四半期会計期間(平成

22年10月１日から平成22年12月31日まで)の不動産事業等売上高はそれぞれ1,005百万円、1,173百万円

で、不動産の販売及び賃貸等によるものです。 

  

  

当第３四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動

等、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項は発生していません。また、前事業年度の有価

証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。 

  

  

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

  

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）

が判断したものです。 

  

(1) 業績の状況 

①経営成績 

当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、輸出の減速や円高にともなう企業収益の圧迫な

どから、足踏み状態に入ったとされ、建設業界においては、民間設備投資のみならず公共投資も低調

に推移し、受注活動をはじめ依然として厳しい経営環境に置かれました。 

当第３四半期連結会計期間の売上高は前年同期間に比べ8.3％増加した50,223百万円となりまし

た。損益面では、売上総利益が工事採算の改善等により、前年同期間に比べ4.4％増加した4,749百万

円となり、営業利益は同55.8％増加した1,163百万円（前年同期間は746百万円の営業利益）、経常利

益は同50.7％増加した1,388百万円（前年同期間は921百万円の経常利益）、四半期純利益は1,562百

万円（前年同期間は879百万円の四半期純損失）となりました。  

  

区分 官公庁(百万円) 民間(百万円) 計(百万円)

土木工事 86,411 26,182 112,594

建築工事 31,551 92,616 124,167

計 117,962 118,799 236,761

２ 【事業等のリスク】

３ 【経営上の重要な契約等】

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

－ 6 －



  
セグメントの業績は次のとおりです。 

（土木事業） 

完成工事高は、20,129百万円となり、69百万円の営業利益となりました。 

（建築事業） 

完成工事高は、28,286百万円となり、587百万円の営業利益となりました。 

（不動産事業） 

不動産事業は不動産の販売及び賃貸に関する事業で、売上高は1,159百万円となり、638百万円の

営業利益となりました。 

（その他） 

その他は建設資機材等の製造及び販売に関する事業等で、売上高は647百万円となり、140百万円

の営業損失となりました。 

  

②資産、負債及び純資産の状況 

（資産） 

有価証券が増加しましたが、現金預金、未成工事支出金、投資有価証券が減少したこと等により、

前連結会計年度末に比べ3,651百万円減少した238,107百万円となりました。 

（負債） 

支払手形・工事未払金等や短期借入金が増加しましたが、未成工事受入金が減少したこと等によ

り、前連結会計年度末に比べ1,967百万円減少した124,322百万円となりました。 

（純資産） 

その他有価証券評価差額金が減少したこと等により、前連結会計年度末に比べ1,683百万円減少し

た113,785百万円となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当第３四半期連結会計期間のキャッシュ・フローについては、財務活動により143百万円増加しまし

たが、営業活動により3,839百万円、投資活動により82百万円それぞれ減少したため、現金及び現金同

等物の当第３四半期連結会計期間末残高は、第２四半期連結会計期間末に比べ3,777百万円減少し

33,532百万円となりました。 

 当第３四半期連結会計期間中の各キャッシュ・フローは次のとおりです。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

未成工事支出金の減少等により資金が増加しましたが、売上債権の増加や未成工事受入金の減少等に

より3,839百万円の資金減少となりました。（前第３四半期連結会計期間は、13,420百万円の資金減

少） 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

有価証券及び投資有価証券の取得による支出等により、82百万円の資金減少となりました。（前第３

四半期連結会計期間は、298百万円の資金減少） 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

短期借入金の増加等により、143百万円の資金増加となりました。（前第３四半期連結会計期間は、

519百万円の資金減少） 

  

－ 7 －



 

  
(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第３四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。 

  

(4) 研究開発活動 

当社グループの当第３四半期連結会計期間における研究開発に要した費用の総額は128百万円となり

ました。 

 なお、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 

－ 8 －



 

（提出会社） 

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

（国内子会社） 

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

（土木事業） 

当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等

の計画はありません。 

  

（建築事業） 

当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等

の計画はありません。 

  

（不動産事業） 

当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等

の計画はありません。 

  

（その他） 

当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等

の計画はありません。 

第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

(2) 設備の新設、除却等の計画
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該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

  

 
  

第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 480,376,000

計 480,376,000

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間 
末現在発行数(株) 

(平成22年12月31日)

提出日現在 
発行数(株) 

(平成23年２月10日)

上場金融商品取引所 
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名

内容

普通株式 228,326,133 228,326,133

 東京証券取引所 
 市場第一部 
 大阪証券取引所 
 市場第一部

単元株式数は1,000株です。

計 228,326,133 228,326,133 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

(4) 【ライツプランの内容】

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式 
総数残高 

(株)

資本金増減額 
  

(千円)

資本金残高 
  

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金 
残高 
(千円)

平成22年10月１日 
～ 

平成22年12月31日
― 228,326,133 ― 19,838,913 ― 25,322,139
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当第３四半期会計期間において、シルチェスター・パートナーズ・リミテッド（旧名 シルチェスタ

ー・インターナショナル・インベスターズ・リミテッド）から平成22年11月８日付の大量保有報告書

（変更報告書）の写しの送付があり、平成22年11月１日現在で以下のとおり株式を保有している旨の報

告を受けていますが、当社として当第３四半期会計期間末時点における実質所有株式数の確認ができて

いません。 

 
  

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成22年９月30日)に基づく株主名簿による記

載をしています。 

平成22年９月30日現在 

 
  

平成22年９月30日現在 

 
  

  

(6) 【大株主の状況】

氏名又は名称 住所
所有株式数 

(株)
発行済株式総数に対する 
所有株式数の割合(％)

シルチェスター・インターナシ
ョナル・インベスターズ・エル
エルピー

英国 ロンドン ダブリュー１ジェイ   
６ティーエル、ブルトン ストリート１、
タイム アンド ライフ ビル５階

24,937,000 10.92

シルチェスター・パートナー
ズ・リミテッド

英国 ロンドン ダブリュー１ジェイ   
６ティーエル、ブルトン ストリート１、
タイム アンド ライフ ビル５階

－ －

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式) 
普通株式

28,511,000
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

197,262,000
197,262 ―

単元未満株式
普通株式

2,553,133
― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 228,326,133 ― ―

総株主の議決権 ― 197,262 ―

② 【自己株式等】

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義 
所有株式数 

(株)

他人名義 
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式総数 
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式） 
 株式会社奥村組

大阪市阿倍野区松崎町 
二丁目２番２号

28,511,000 ― 28,511,000 12.49

計 ― 28,511,000 ― 28,511,000 12.49
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(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものです。 

  

  

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりで

す。 

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

 
  

  

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年 
 ４月

 
 ５月

 
 ６月

 
 ７月

 
 ８月

 
 ９月

 
 10月

 
 11月

 
 12月

最高(円) 332 320 333 339 318 298 301 317 320

最低(円) 313 290 311 307 273 275 272 279 297

３ 【役員の状況】

(1) 新任役員

(2) 退任役員

(3) 役職の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役執行役員 
東日本支社副支社長

取締役執行役員 
西日本支社副支社長

小 林 俊 雄 平成22年10月１日
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当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規

則」(昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しています。 

 なお、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び前第３四半期連

結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づ

き、当第３四半期連結会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半期連結累

計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて

作成しています。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成21年10

月１日から平成21年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月

31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、並びに、当第３四半期連結会計期間（平成22年10月１日

から平成22年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日ま

で）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けていま

す。 

第５ 【経理の状況】

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

２ 監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末 
(平成22年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金預金 9,792 20,298 

受取手形・完成工事未収入金等 ※4  60,466 63,092 

有価証券 24,000 8,056 

販売用不動産 10,969 10,016 

未成工事支出金 ※3  52,171 ※3  57,785 

不動産事業支出金 3,101 4,552 

仕掛品 ※3  2,273 ※3  1,150 

材料貯蔵品 270 234 

その他 11,197 11,555 

貸倒引当金 △3,171 △3,802 

流動資産合計 171,072 172,940 

固定資産   

有形固定資産 ※1  26,083 ※1  24,137 

無形固定資産 326 508 

投資その他の資産   

投資有価証券 38,701 42,749 

その他 4,838 4,874 

貸倒引当金 △2,914 △3,451 

投資その他の資産合計 40,624 44,172 

固定資産合計 67,034 68,818 

資産合計 238,107 241,758 
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末 
(平成22年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 42,439 40,145 

短期借入金 12,096 10,312 

未払法人税等 129 248 

未成工事受入金 38,727 40,796 

引当金 783 1,180 

工事損失引当金 ※3  5,529 ※3  5,751 

資産除去債務 72 － 

その他 12,085 13,042 

流動負債合計 111,864 111,477 

固定負債   

長期借入金 191 229 

退職給付引当金 4,964 5,784 

資産除去債務 56 － 

負ののれん 638 850 

その他 6,608 7,947 

固定負債合計 12,458 14,812 

負債合計 124,322 126,290 

純資産の部   

株主資本   

資本金 19,838 19,838 

資本剰余金 25,326 25,327 

利益剰余金 72,794 72,200 

自己株式 △12,345 △12,332 

株主資本合計 105,614 105,034 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 8,170 10,434 

評価・換算差額等合計 8,170 10,434 

純資産合計 113,785 115,468 

負債純資産合計 238,107 241,758 
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(2)【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年12月31日) 

売上高 ※2  115,757 ※2  116,453 

売上原価 106,511 104,108 

売上総利益 9,246 12,344 

販売費及び一般管理費 ※1  10,784 ※1  10,388 

営業利益又は営業損失（△） △1,538 1,955 

営業外収益   

受取利息 192 171 

受取配当金 703 728 

負ののれん償却額 212 212 

その他 470 149 

営業外収益合計 1,578 1,262 

営業外費用   

支払利息 140 140 

為替差損 － 56 

その他 18 52 

営業外費用合計 159 249 

経常利益又は経常損失（△） △119 2,968 

特別利益   

前期損益修正益 175 46 

固定資産売却益 41 － 

投資有価証券売却益 21 41 

貸倒引当金戻入額 504 127 

特別利益合計 744 215 

特別損失   

前期損益修正損 464 68 

固定資産売却損 0 0 

固定資産除却損 127 4 

固定資産圧縮損 0 － 

投資有価証券売却損 1 － 

投資有価証券評価損 680 521 

火災事故に関する損失 ※3  1,692 － 

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 111 

特別損失合計 2,967 704 

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△2,342 2,479 

法人税、住民税及び事業税 111 102 

法人税等調整額 △4 △16 

法人税等合計 106 86 

少数株主損益調整前四半期純利益 － 2,392 

四半期純利益又は四半期純損失（△） △2,449 2,392 
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【第３四半期連結会計期間】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成22年10月１日 

 至 平成22年12月31日) 

売上高 ※2  46,360 ※2  50,223 

売上原価 41,811 45,473 

売上総利益 4,549 4,749 

販売費及び一般管理費 ※1  3,802 ※1  3,586 

営業利益 746 1,163 

営業外収益   

受取利息 43 48 

受取配当金 255 257 

負ののれん償却額 70 70 

その他 26 57 

営業外収益合計 396 434 

営業外費用   

支払利息 48 45 

為替差損 167 149 

その他 6 14 

営業外費用合計 222 209 

経常利益 921 1,388 

特別利益   

前期損益修正益 16 － 

固定資産売却益 20 － 

投資有価証券評価損戻入益 － 190 

その他 0 26 

特別利益合計 38 216 

特別損失   

前期損益修正損 － 14 

火災事故に関する損失 ※3  1,692 － 

その他 116 1 

特別損失合計 1,809 16 

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△849 1,588 

法人税、住民税及び事業税 36 34 

法人税等調整額 △6 △7 

法人税等合計 29 26 

少数株主損益調整前四半期純利益 － 1,562 

四半期純利益又は四半期純損失（△） △879 1,562 
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半
期純損失（△）

△2,342 2,479 

減価償却費 706 724 

負ののれん償却額 △212 △212 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △504 △127 

退職給付引当金の増減額（△は減少） 117 △820 

工事損失引当金の増減額（△は減少） 754 △222 

受取利息及び受取配当金 △895 △899 

支払利息 140 140 

固定資産売却損益（△は益） △41 0 

有価証券及び投資有価証券売却損益（△は益） △20 △41 

有価証券及び投資有価証券評価損益（△は益） 680 521 

火災事故に関する損失 1,692 － 

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 111 

売上債権の増減額（△は増加） 15,911 915 

未成工事支出金の増減額（△は増加） 3,731 5,613 

その他のたな卸資産の増減額（△は増加） △5,112 △813 

仕入債務の増減額（△は減少） △30,132 2,848 

未成工事受入金の増減額（△は減少） △2,176 △2,068 

未払消費税等の増減額（△は減少） △1,622 △1,553 

未収消費税等の増減額（△は増加） － △1,767 

その他 △746 1,002 

小計 △20,070 5,828 

利息及び配当金の受取額 894 899 

利息の支払額 △140 △140 

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △36 △105 

営業活動によるキャッシュ・フロー △19,353 6,481 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の純増減額（△は増加） △360 207 

有価証券及び投資有価証券の取得による支出 △84 △82 

有価証券及び投資有価証券の売却及び償還による
収入

34 146 

有形及び無形固定資産の取得による支出 △869 △2,368 

有形及び無形固定資産の売却による収入 71 0 

貸付けによる支出 △471 △217 

貸付金の回収による収入 159 1,555 

その他 75 20 

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,444 △737 
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（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 3,059 1,852 

長期借入金の返済による支出 △22 △41 

自己株式の取得による支出 △15 △14 

自己株式の売却による収入 1 0 

配当金の支払額 △1,791 △1,790 

その他 △1 △5 

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,230 2 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △8 △45 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △19,575 5,700 

現金及び現金同等物の期首残高 30,811 27,831 

現金及び現金同等物の四半期末残高 11,235 33,532 
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当第３四半期連結累計期間(自 平成22年４月１日 至 平成22年12月31日) 

該当事項はありません。 

  

当第３四半期連結累計期間(自 平成22年４月１日 至 平成22年12月31日) 

該当事項はありません。 

  

当第３四半期連結累計期間(自 平成22年４月１日 至 平成22年12月31日) 

該当事項はありません。 

  

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
至 平成22年12月31日)

会計処理基準に関する事項

の変更

資産除去債務に関する会計基準の適用

「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計基準第18号  平成20年３月31

日)及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針

第21号  平成20年３月31日)を第１四半期連結会計期間から適用しています。

これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益がそれぞれ２

百万円、税金等調整前四半期純利益が113百万円減少しています。また、当会

計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は127百万円です。

【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
至 平成22年12月31日)

（四半期連結損益計算書関係）

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく財務諸表等規則等の

一部を改正する内閣府令（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用により、当第３四半期連結累計期間で

は、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しています。

当第３四半期連結会計期間
(自 平成22年10月１日
至 平成22年12月31日)

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結会計期間において、区分掲記していた「前期損益修正益」（当第３四半期連結会計期間17百

万円）は、特別利益の100分の20以下となったため、特別利益の「その他」に含めて表示しています。

「前期損益修正損」は特別損失の100分の20を超えたため、区分掲記しました。 

 なお、前第３四半期連結会計期間は特別損失の「その他」に47百万円含まれています。

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく財務諸表等規則等の

一部を改正する内閣府令（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用により、当第３四半期連結会計期間で

は、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しています。

【簡便な会計処理】

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

【会社等の財政状態、経営成績又はキャッシュ・フローの状況に関する事項で、当該企業集団の財政状

態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の判断に影響を与えると認められる重要なもの】
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第３四半期連結会計期間末 
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末 
(平成22年３月31日)

 

※１ 有形固定資産減価償却累計額

14,710百万円
 

※１ 有形固定資産減価償却累計額

14,284百万円

 

 ２ 下記の法人のマンション売買契約手付金の返済に

ついて保証を行っています。

㈱ジョイント・  

コーポレーション
3百万円

   計 3
 

 ２ 下記の法人のマンション売買契約手付金の返済に

ついて保証を行っています。

㈱ジョイント・ 

コーポレーション
7百万円

   計 7

※３ 損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事

支出金及び仕掛品と工事損失引当金は、相殺せずに

両建てで表示しています。 

 損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事

支出金等のうち、工事損失引当金に対応する額は

3,219百万円です。

※３ 損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事

支出金及び仕掛品と工事損失引当金は、相殺せずに

両建てで表示しています。 

 損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事

支出金等のうち、工事損失引当金に対応する額は

3,624百万円です。

 

※４ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理につ

いては、手形交換日をもって決済処理しています。 

 なお、当四半期連結会計期間の末日は金融機関の

休日であったため、次の満期手形が当四半期連結会

計期間末日残高に含まれています。

受取手形 36百万円

 ４         ―――
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(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日)

 

※１ 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金

額は次のとおりです。

従業員給料手当 5,062百万円

賞与引当金繰入額 609

退職給付費用 481
 

※１ 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金

額は次のとおりです。

従業員給料手当 4,935百万円

賞与引当金繰入額 596

退職給付費用 364

※２ 当社グループの売上高は、主たる事業である建設

事業において、契約により工事の完成引渡しが第４

四半期連結会計期間に集中しているため、第１四半

期連結会計期間から第３四半期連結会計期間におけ

る売上高に比べ、第４四半期連結会計期間の売上高

が著しく多くなるといった季節的変動があります。

※２                 同左

※３ 当社マンション建設工事現場の火災事故に起因

し、当該工事に係る未成工事支出金1,692百万円の

回収が懸念されるため、全額を「火災事故に関する

損失」として特別損失に計上しています。  

 当該工事は、建設工事保険を付保しており保険金

の受領が見込まれる一方、工事の継続を含め今後の

見通しが不透明であり、上記の損失額以外の費用の

発生も見込まれますが、現在各所と交渉中でこれら

を合理的に見積もることができない状況です。

 ３         ―――
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第３四半期連結会計期間

前第３四半期連結会計期間 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成22年10月１日 
 至 平成22年12月31日)

 

※１ 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金

額は次のとおりです。

従業員給料手当 1,672百万円

賞与引当金繰入額 201

退職給付費用 163

貸倒引当金繰入額 234
 

※１ 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金

額は次のとおりです。

従業員給料手当 1,594百万円

賞与引当金繰入額 190

退職給付費用 116

貸倒引当金繰入額 219

※２ 当社グループの売上高は、主たる事業である建設

事業において、契約により工事の完成引渡しが第４

四半期連結会計期間に集中しているため、第１四半

期連結会計期間から第３四半期連結会計期間におけ

る売上高に比べ、第４四半期連結会計期間の売上高

が著しく多くなるといった季節的変動があります。

※２                 同左 

※３ 当社マンション建設工事現場の火災事故に起因

し、当該工事に係る未成工事支出金1,692百万円の

回収が懸念されるため、全額を「火災事故に関する

損失」として特別損失に計上しています。  

 当該工事は、建設工事保険を付保しており保険金

の受領が見込まれる一方、工事の継続を含め今後の

見通しが不透明であり、上記の損失額以外の費用の

発生も見込まれますが、現在各所と交渉中でこれら

を合理的に見積もることができない状況です。

 ３         ―――
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当第３四半期連結会計期間末(平成22年12月31日)及び 

 当第３四半期連結累計期間(自 平成22年４月１日 至 平成22年12月31日) 

  

１ 発行済株式の種類及び総数 

普通株式        228,326,133株 

  

２ 自己株式の種類及び株式数 

普通株式         28,539,793株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

配当金支払額 

 
  

 ５ 株主資本の金額の著しい変動 

該当事項はありません。 

  

当第３四半期連結会計期間(自 平成22年10月１日 至 平成22年12月31日) 

リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用していますが、当第３四半期連結会計期間

末におけるリース取引の残高は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありません。 

  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年12月31日)

 

現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係 

             (平成21年12月31日現在) 

現金預金勘定 5,602百万円

預入期間が３ヶ月を超える 

定期預金
△2,367

取得日から３ヶ月以内に 

償還期限の到来する 

短期投資(有価証券)

8,000

現金及び現金同等物 11,235
 

現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係 

             (平成22年12月31日現在) 

現金預金勘定 9,792百万円

預入期間が３ヶ月を超える 

定期預金
△260

取得日から３ヶ月以内に 

償還期限の到来する 

短期投資(有価証券)

24,000

現金及び現金同等物 33,532

(株主資本等関係)

決議 株式の種類
配当金の総額 

(百万円)
１株当たり 
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月29日 
定時株主総会

普通株式 1,798 ９ 平成22年３月31日 平成22年６月30日 利益剰余金

(リース取引関係)

－ 24 －



前第３四半期連結会計期間(自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日) 

  

 
(注) 事業区分の方法及び各区分に属する主要な事業の内容 

(1) 事業区分の方法 

   日本標準産業分類を勘案して区分しています。 

(2)  各区分に属する主要な事業の内容 

   建設事業  ：土木・建築その他建設工事全般に関する事業 

   不動産事業 ：不動産の販売及び賃貸に関する事業 

   その他の事業：建設資機材等の製造及び販売に関する事業他 

  

前第３四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分の方法及び各区分に属する主要な事業の内容 

(1) 事業区分の方法 

   日本標準産業分類を勘案して区分しています。 

(2)  各区分に属する主要な事業の内容 

   建設事業  ：土木・建築その他建設工事全般に関する事業 

   不動産事業 ：不動産の販売及び賃貸に関する事業 

   その他の事業：建設資機材等の製造及び販売に関する事業他 

２ 会計処理基準等の変更 

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、第１四半期連結会計期

間から「工事契約に関する会計基準」を適用しています。この変更に伴い、従来の方法に比較して、当第３四

半期連結累計期間の建設事業の売上高が6,542百万円増加し、営業損失が513百万円減少しています。 

  

(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

建設事業 
(百万円)

不動産事業 
(百万円)

その他の事業 
(百万円)

計 
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高

44,722 901 736 46,360 ― 46,360

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

― 9 117 127 (127) ―

計 44,722 911 854 46,488 (127) 46,360

営業利益 213 355 30 598 147 746

建設事業 
(百万円)

不動産事業 
(百万円)

その他の事業 
(百万円)

計 
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高

109,738 2,862 3,156 115,757 ― 115,757

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

1,500 29 370 1,900 (1,900) ―

計 111,238 2,892 3,526 117,657 (1,900) 115,757

営業利益又は営業損失(△) △2,962 1,401 86 △1,474 (63) △1,538
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前第３四半期連結会計期間(自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日)及び前第３四半期連結累計

期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日) 

全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント

情報の記載を省略しています。 

  

前第３四半期連結会計期間(自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日)及び前第３四半期連結累計

期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日) 

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しています。 

  

(追加情報) 

第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平成

21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20

号  平成20年３月21日)を適用しています。 

  

１ 報告セグメントの概要 

当社グループの報告セグメントは、当社及び連結子会社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可

能であり、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象とな

っているものです。 

 当社グループは土木事業、建築事業からなる建設事業を中心に事業活動を展開しており、兼業事業とし

て主に不動産事業を行っていることから、「土木事業」、「建築事業」、「不動産事業」の３つを報告セ

グメントとしています。 

 「土木事業」、「建築事業」は土木、建築その他建設工事全般に関する事業で、「不動産事業」は不動

産の販売及び賃貸に関する事業です。 

  

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】

【セグメント情報】
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２ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

当第３四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日) 

 
(注) １ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、建設資機材等の製造及び販売に

関する事業を含んでいます。 

２ セグメント利益又は損失(△)の調整額９百万円はセグメント間取引消去等です。 

３ セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。 

  

当第３四半期連結会計期間(自  平成22年10月１日  至  平成22年12月31日) 

 
(注) １ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、建設資機材等の製造及び販売に

関する事業を含んでいます。 

２ セグメント利益又は損失(△)の調整額９百万円はセグメント間取引消去等です。 

３ セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。 

  

３ 報告セグメントの変更等に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

４  報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

 該当事項はありません。 

  

  

(単位：百万円)

報告セグメント
その他 
（注１）

合計
調整額 

（注２）

四半期連結
損益計算書

計上額 
（注３）土木事業 建築事業 不動産事業 計

売上高

  外部顧客への売上高 43,481 67,675 3,201 114,357 2,095 116,453 ― 116,453

  セグメント間の内部  
 売上高又は振替高

― ― 31 31 339 371 △371 ―

計 43,481 67,675 3,232 114,388 2,435 116,824 △371 116,453

セグメント利益 
又は損失(△)

△565 971 1,747 2,153 △206 1,946 9 1,955

(単位：百万円)

報告セグメント
その他 
（注１）

合計
調整額 

（注２）

四半期連結
損益計算書

計上額 
（注３）土木事業 建築事業 不動産事業 計

売上高

  外部顧客への売上高 20,129 28,286 1,159 49,575 647 50,223 ― 50,223

  セグメント間の内部  
 売上高又は振替高

― ― 13 13 9 22 △22 ―

計 20,129 28,286 1,172 49,588 656 50,245 △22 50,223

セグメント利益 
又は損失(△)

69 587 638 1,295 △140 1,154 9 1,163

－ 27 －



  

当第３四半期連結会計期間末(平成22年12月31日) 

金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変

動がありません。 

  

当第３四半期連結会計期間末(平成22年12月31日) 

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変

動がありません。 

  

当第３四半期連結会計期間末(平成22年12月31日) 

当社グループは、デリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。 

  

当第３四半期連結会計期間(自 平成22年10月１日 至 平成22年12月31日) 

該当事項はありません。 

  

当第３四半期連結会計期間(自 平成22年10月１日 至 平成22年12月31日) 

該当事項はありません。 

  

当第３四半期連結会計期間末(平成22年12月31日) 

資産除去債務の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著し

い変動が認められません。 

  

当第３四半期連結会計期間末(平成22年12月31日) 

賃貸等不動産の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著し

い変動が認められません。 

  

(金融商品関係)

(有価証券関係)

(デリバティブ取引関係)

(ストック・オプション等関係)

(企業結合等関係)

(資産除去債務関係)

(賃貸等不動産関係)

－ 28 －



  

  

１  １株当たり純資産額 

 
  

（注） １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりです。 

 
  

２ １株当たり四半期純利益又は四半期純損失 

第３四半期連結累計期間 

 
  

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式がないため記載していません。 

 ２  １株当たり四半期純利益又は四半期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりです。 

 

(１株当たり情報)

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

１株当たり純資産額 569.53円 577.83円

当第３四半期連結会計期間末 
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末 
(平成22年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 113,785 115,468

純資産の部の合計額から控除する金額 
(百万円)

― ―

普通株式に係る四半期連結会計期間末(連
結会計年度末)の純資産額(百万円)

113,785 115,468

１株当たり純資産額の算定に用いられた 
四半期連結会計期間末(連結会計年度末)の
普通株式の数(株)

199,786,340 199,830,047

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日)

１株当たり四半期純利益 ― 11.97円

１株当たり四半期純損失 12.25円 ―

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日)

四半期純利益(百万円) ― 2,392

四半期純損失(百万円) 2,449 ―

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益(百万円) ― 2,392

普通株式に係る四半期純損失(百万円) 2,449 ―

普通株式の期中平均株式数(株) 199,851,178 199,817,733

－ 29 －



 

  
第３四半期連結会計期間 

 
  

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式がないため記載していません。 

 ２  １株当たり四半期純利益又は四半期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりです。 

 
  

当第３四半期連結会計期間(自 平成22年10月１日 至 平成22年12月31日) 

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

前第３四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日
至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成22年10月１日 
 至 平成22年12月31日)

１株当たり四半期純利益 ― 7.81円

１株当たり四半期純損失 4.39円 ―

前第３四半期連結会計期間 
(自 平成21年10月１日 

 至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成22年10月１日 
 至 平成22年12月31日)

四半期純利益(百万円) ― 1,562

四半期純損失(百万円) 879 ―

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益(百万円) ― 1,562

普通株式に係る四半期純損失(百万円) 879 ―

普通株式の期中平均株式数(株) 199,840,131 199,806,242

(重要な後発事象)

２ 【その他】

－ 30 －



 
該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

－ 31 －



 

平成２２年２月５日

  株式会社 奥村組 

 取 締 役 会 御 中      
 

  
 

  
 

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている

株式会社奥村組の平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会計

期間（平成２１年１０月１日から平成２１年１２月３１日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２１年

４月１日から平成２１年１２月３１日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照

表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。こ

の四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表

に対する結論を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。  

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社奥村組及び連結子会社の平成２１

年１２月３１日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期

間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさ

せる事項がすべての重要な点において認められなかった。  

  

四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載のとおり、会社は第１四半期連結

会計期間から「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び「工事契約に

関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を適用している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

有限責任監査法人 トーマツ

指定有限責任社員 
業 務 執 行 社 員

 
公認会計士 石 黒   訓   印

指定有限責任社員 
業 務 執 行 社 員

 
公認会計士 生 越 栄美子   印

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。



平成２３年２月９日

  株式会社 奥村組 

 取 締 役 会 御 中      

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている

株式会社奥村組の平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会計

期間（平成２２年１０月１日から平成２２年１２月３１日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２２年

４月１日から平成２２年１２月３１日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照

表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。こ

の四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表

に対する結論を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社奥村組及び連結子会社の平成２２

年１２月３１日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期

間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさ

せる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

有限責任監査法人 トーマツ

指定有限責任社員 
業 務 執 行 社 員

 
公認会計士 石 黒   訓   印

指定有限責任社員 
業 務 執 行 社 員

 
公認会計士 生 越 栄美子   印

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。



  

 

【表紙】

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成23年２月10日

【会社名】 株式会社奥村組

【英訳名】 ＯＫＵＭＵＲＡ ＣＯＲＰＯＲＡＴＩＯＮ

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 奥 村 太加典

【最高財務責任者の役職氏名】    ―

【本店の所在の場所】 大阪市阿倍野区松崎町二丁目２番２号

【縦覧に供する場所】 株式会社奥村組東日本支社

 (東京都港区芝五丁目６番１号)

株式会社奥村組名古屋支店

 (名古屋市中村区竹橋町29番８号)

株式会社東京証券取引所

 (東京都中央区日本橋兜町２番１号)

株式会社大阪証券取引所

 (大阪市中央区北浜一丁目８番16号)



当社代表取締役社長奥村太加典は、当社の第74期第３四半期(自 平成22年10月１日 至 平成22年12

月31日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しまし

た。 

  

特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】




